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平成 31 年度三重県職業訓練実施計画 

 

平成 31 年 4 月 1 日  

 

三重県  

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構  
（ポリテクセンター三重・ポリテクセンター伊勢） 

三重労働局  

 

１ 総説 

（１）計画のねらい 

少子高齢化による労働供給制約、第４次産業革命による技術革新に対応で

きる人材の育成、及び多様な人材がいきいきと働くことができる職場環境づ

くりを推進するためには、働く方一人ひとりの生涯を通じた能力開発を支援

し、生産性の向上を図っていくことが不可欠である。そのため、これらによ

る業務の内容の変化に対する労働者の適応性を増大させ、及び転職に当たっ

ての円滑な再就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発を行う

必要がある。このため、事業主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力

を尊重しつつ、雇用失業情勢等に応じて、職業能力開発促進法（以下「能開

法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設

（以下「公共職業能力開発施設」という。）において実施する職業訓練（能

開法第 15 条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」

という。）を含む。以下「公共職業訓練」という。）及び職業訓練の実施等に

よる特定求職者の就職の支援に関する法律（以下「求職者支援法」という。）

第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定を受けた職業訓練（以下「求

職者支援訓練」という。）の充実を図ることにより、労働者の十分な職業能

力開発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、現下の雇用失業情勢等を踏まえ、本計画の対象期間（以下「計

画期間」という。）中における公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公

的職業訓練」という。）の対象者数等を明確にし、計画的な公的職業訓練の

実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。また、

本計画について、国【三重労働局】、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用

支援機構【ポリテクセンター三重・ポリテクセンター伊勢】及び三重県が一

体となって連携・調整を行い、効率的かつ効果的な公共職業訓練の実施を図

るものとする。 

 

（２）計画期間 
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計画期間は、平成 31 年 4 月 1 日から平成 32 年 3 月 31 日までとする。 

 

（３）計画の改定 

 この計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を

行うものとする。 

 

２ 労働市場の動向と課題等 

（１）労働市場の動向と課題 

平成31年1月の有効求人倍率（季節調整値）は1.76倍と前月より0.05ポイ 

ント上回り、正社員の有効求人倍率（原数値）についても1.27倍（前年同月 

差0.11ポイント上昇）と過去最高値の前月と同率になるなど、引き続き高水 

準で推移しており、現在の雇用情勢は、引き続き改善する中、求人が求職を 

大幅に上回って推移している状況にある。 

今後もこうした状況が続く可能性があることから、職業訓練については、

雇用情勢を見据えながら、地域における人手不足分野を踏まえて実施する必

要がある。 

また、少子高齢化・人口減少社会が進展する中、働き方改革の推進等を

通じた非正規雇用労働者の処遇改善、長時間労働の是正、人材育成の強化・

人材確保対策・地方創生の推進及び労働者が安全で健康に働くことができる

職場づくりなどにより、労働環境の整備・生産性の向上を図ることが喫緊の

課題である。このため、これらの課題等に的確に対応するため、離職者の再

就職の実現に資する職業訓練を実施するとともに、産業界や地域の人材ニー

ズに合致した多様な職業能力開発の機会を確保・提供することが重要である。 

 特に、若年者については、完全失業率が年齢計に比べて相対的に高水準で

推移し、フリーターの数については引き続き高水準となっている。また、ニ

ートである若年者もいまだに多い状況となっている。こうしたことから、地

域を支えていく若年者が職業能力を高めることができるよう、若年者にとっ

て良好な雇用機会の創出やその育成のための施策を重点的に実施する必要

がある。併せて、能開法第 15 条の４第１項に規定する職務経歴等履歴書（以

下「ジョブ・カード」という。）を活用し、若年者の能力向上を図り、安定

的な雇用への円滑な移行を促進することが重要である。 

また、女性については、出産・子育ての時期にある年齢層の就業率が低

い状況にあり、女性の活躍を促進するため、出産等でキャリアを中断した女

性の再就職を支援することが重要である。 

    

（２）平成 30 年度における公的職業訓練をめぐる状況 

   平成 30 年度の職業訓練の受講者数（入校者数）は次のとおりとなってい
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る。 

① 公共職業訓練（平成 30 年 12 月 31 日時点） 

    ア 離職者訓練 

施設内訓練  機構 ５９４人  県 ９０人 

委託訓練   県  ４１９人 

    イ 在職者訓練 

施設内訓練  機構 ７８７人  県 ２８５人 

外部委託   県   ６２人 

    ウ 学卒者訓練   県   ４５人 

    エ 障がい者を対象とした訓練 

       施設内訓練  県    ６人 

       委託訓練   県   ３４人 

 

② 求職者支援訓練（平成 30 年 12 月 31 日時点） 

ア 基礎コース  ８コース ７１人 

イ 実践コース  介護系   １コース  ５人 

          その他   ６コース ３０人 

 

３ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

（１）実施方針 

    三重県内で行われる公的職業訓練（公共職業訓練及び求職者支援訓練）

について、計画的かつ効果的に実施するため一体的な計画のもとに取り

組むとともに、それぞれの訓練は次の方針により実施する。 

離職者訓練については、非正規労働者や自営廃業者、新規学卒未就職

者等の雇用保険の基本手当を受給できない人を含めた求職者のニーズや、

求人状況の把握に努め、雇用のセーフティネットとしての機能が果たせ

るよう必要な訓練機会を提供するとともに、人手不足となっている介護 

・福祉・医療の分野や、中小製造業など地域のニーズを踏まえた人材育

成にかかる訓練の充実を図る。 

在職者訓練については、公共職業能力開発施設における指導員の派遣、

施設の貸出等の拡充を図るとともに、企業の人材育成支援の充実が求め

られていることから、施設内での能力開発セミナーや外部委託による訓

練を実施する。 

学卒者訓練は、高等学校卒業者等及び第２新卒者等の若年者を対象に

地域のものづくり産業等で活躍できる人材の育成を目指した訓練を実施

する。 

障がい者に対する職業訓練は、施設内においてパソコン操作をはじめ
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とした事務能力の習得を目指す訓練を実施するとともに、障がい者の態

様に応じた多様な委託訓練を積極的に進める。 

求職者支援訓練については、基礎的能力のみを習得する職業訓練（基

礎コース）と、基礎的能力から実践的能力までを一括して習得する職業

訓練（実践コース）を設定する。その際、成長分野、人材不足分野とさ

れている分野・職種に重点を置くとともに、地域における産業の動向及

び求人ニーズを踏まえたものとする。 

 

（２）公共職業訓練（離職者訓練）の対象者数等 

① 施設内訓練 

   ア 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

ポリテクセンター三重、ポリテクセンター伊勢において、それぞ

れ９科３０９人、７科２６２人の訓練を実施する。 

主としてものづくり分野において、基本となる技能を習得する訓

練や企業実習を組み合わせた訓練を実施する。（訓練期間：６～７か

月） 

就職率は 85％を目指す。 

      ・ポリテクセンター三重 ９科３０９人 

【アビリティコース】テクニカルオペレーション科４５人、 

溶接技術科４８人、電気保全技術科４０人、電気設備技術科４

８人、住宅リフォーム技術科６０人 

【短期デュアルコース】ＣＡＤ/ＮＣ技術科１２人、電気施工

技術科２４人 

【橋渡し訓練】ＣＡＤ/ＮＣ技術科１２人、電気施工技術科２

０人 

      ・ポリテクセンター伊勢 ７科２６２人 

【アビリティコース】機械・ＣＡＤ技術科６０人、ものづく

り溶接科２４人、電気設備技術科６０人、住宅リフォーム技術

科６０人 

【短期デュアルコース】ものづくりアシスト科２６人 

【橋渡し訓練】住宅リフォーム技術科１６人、電気設備技術 

  科１６人 

機構 計１６科 ５７１人 

 

イ 三重県 

県立津高等技術学校において、施設内訓練６科１２０人（障がい者

向け訓練を除く）の訓練定員を確保する。 
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主としてものづくり分野における基礎的な技能を習得するための

訓練を実施する。（訓練期間：６か月もしくは１年） 

      就職率は７８．７％を目指す。（対象：1年訓練は平成 30 年度修了

分。6月訓練は平成 30 年度後期及び平成 31 年度前期修了分） 

・津高等技術学校 ６科１２０人 

設備配管科２０人、パソコンＣＡＤ科２０人、住宅サービ

ス科２０人、オフィスビジネス科３０人、金属成形科（主に

外国人対象）２０人、建築施工科１０人 

 

② 委託訓練 

県が実施する委託訓練は、パソコン・事務、介護、保育、栄養士、医

療事務、その他の各分野で実施する。（訓練期間：２年もしくは３か月） 

就職率は７９．７％を目指す。（対象：2 年訓練は平成 31 年度修了分。

3月訓練は平成 31 年 1 月から同年 12 月修了分） 

・津高等技術学校 ７８３人【平成 31 年度に開始する訓練】 

     ア 長期高度人材育成コース(２年）介護福祉士養成科 ４科４８人 

                      保育士養成科  １科５人 

                      栄養士養成科  １科５人 

     イ 知識等習得コース（３か月）７２５人 

       【分野】 

パソコン・事務分野 ４３５人 

介護分野      １３５人 

         医療事務分野     ９０人 

         その他分野      ６５人 

       【地域】 

         県内各地域に訓練受講機会を提供するため、北勢、鈴亀、

中勢、南勢、伊賀及び紀北・紀南の地区に分けてコースを設

定する。 

       

（３）公共職業訓練（在職者訓練）の対象者数等 

① 施設内訓練 

ア 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

ポリテクセンター三重及びポリテクセンター伊勢において能力開

発セミナーを実施する。 

      ・ポリテクセンター三重  １，５５３人 

建築科１７０人、産業機械科３０人、制御技術科４２０人、  

生産技術科５４８人、電気技術科３３５人、電子技術科４０人、
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電子制御技術科１０人 

      ・ポリテクセンター伊勢 ５４０人 

建築科１７０人、生産技術科２９０人、制御技術科６０人、 

電子技術科２０人 

 

                     機構 計 ２，０９３人 

 

 イ 三重県 

県では、津高等技術学校において能力開発セミナーを実施する。 

      ・津高等技術学校 ５３０人 

溶接科（ガス溶接９０人・アーク溶接１２０人）、      

玉掛け科１２５人、                     

オーダーメイド（溶接１２０人・玉掛け７５人） 

 

② 外部委託 

県では、外部委託により在職者向け職業訓練を実施する。 

    ・津高等技術学校 ８０人 

製造管理者育成基礎講座 

 

（４）公共職業訓練（学卒者訓練）の対象者数等 

県では、高等学校卒業者等を対象に地域の産業に貢献する人材を育成

するため学卒者向け職業訓練を実施する。（訓練期間：２年） 

    ・津高等技術学校 ７０人 

      機械制御システム科２０人、電子制御情報科１５人、自動車技

術科２０人、メタルクラフト科１５人 

 

（５）公共職業訓練（障がい者を対象とした訓練）の対象者数等 

① 施設内訓練 

県では、身体障がい者を対象として、パソコン操作をはじめとした事

務能力を習得する訓練を実施する。（訓練期間：１年） 

就職率は８８％を目指す。 

・津高等技術学校 １０人 

ＯＡ事務科 

 

② 委託訓練 

県では、障がい者向け訓練として、障がい者の多様なニーズに対応した 

委託訓練を実施する。（訓練期間：３か月） 
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    就職率は９０％を目指す。 

・津高等技術学校 ５５人 

      知識・技能習得訓練コース ３人 

      実践能力習得訓練コース ５２人 

 

（６）求職者支援訓練の対象者数等 

・計画期間（平成 31 年 4 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日）においては、

３７０人を上限とする。 

・雇用保険適用就職率は、基礎コースで５５％、実践コースで６０％

を目指す。 

・訓練内容としては、基礎的能力のみを習得する職業訓練（基礎コース）

と、基礎的能力から実践的能力までを一括して習得する職業訓練（実践

コース）の割合を「基礎４０％、実践６０％」とする。 

・訓練認定規模は、以下のとおりとする。【暫定計画】 

     基礎コース 訓練認定規模 １５０人 

     （学卒未就職者を主として対象とするものを含む。） 

     実践コース 訓練認定規模 ２２０人 

      介護系    ７５人（うち１５人は地域ニーズ枠） 

      医療事務系  １０人 

      情報系    １０人 

      その他   １２５人 

     （各コースとも定員１５名程度までが望ましい。） 

・地域における求人ニーズを踏まえ、実践コースの介護系のうち１５人

を地域ニーズ枠とする。 

   ・基礎コース２０％、実践コース２０％まで、新規参入となる職業訓練

を認定する。 

   ・ある認定単位期間で実績枠に余剰定員が発生した場合は、枠の活用の

ために同一認定単位期間内で、新規枠へ振替えることも可能とする。 

   ・暫定計画につき、実施状況等を踏まえ、改定する。 

 

４ 公的職業訓練の実施に当たり公共職業能力開発施設が行うべき事項等 

（１）関係機関との連携 

    県、機構及び労働局のほか労使団体等も参画している三重県地域訓練

協議会や県、機構及び労働局の担当者が参画している三重県地域訓練協

議会ワーキングチームなど定期的な会議の場を活用して公的職業訓練の

一体的な実施計画や実施状況等についての情報共有、意見交換を積極的

に行うとともに、必要に応じて協議や相談が行えるように更なる連携強
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化を実施する。 

 

（２）公的職業訓練の受講者の能力及び適性に応じた公的職業訓練の実施 

    職業訓練を希望する人や求職相談を通じて職業訓練が必要であると判

断される人が、必要な職業訓練を受講できるよう、労働局、ハローワー

ク、公共職業能力開発施設が連携して相談への誘導や情報提供に取り組

む。 

    職業訓練の受講にあたっては、公共職業能力開発施設、労働局・ハロ

ーワークは連携して、職業訓練受講者の就職活動状況の把握に努めると

ともに、ジョブ・カード制度を活用したキャリアコンサルティングの実

施や訓練分野の求人情報の提供、求人開拓など、受講者への積極的な就

職支援を実施する。 

 

 


